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1. 2020年3月期第2四半期の連結業績（2019年4月1日～2019年9月30日）

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 事業利益 税引前利益 四半期利益
親会社の所有者に帰
属する四半期利益

四半期包括利益合計
額

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2020年3月期第2四半期 616,266 △0.3 21,832 △0.2 14,963 △35.4 10,494 △34.9 10,331 △36.9 8,093 △50.8

2019年3月期第2四半期 618,000 △1.4 21,871 △23.7 23,173 △24.6 16,122 △23.2 16,371 △20.6 16,453 △30.3

基本的1株当たり四半期利益 希薄化後1株当たり四半期利益
円 銭 円 銭

2020年3月期第2四半期 100.39 100.35

2019年3月期第2四半期 152.30 150.58

(注)事業利益は、売上高から売上原価、販売費及び一般管理費を控除し、当社グループが定める為替差損益を加味するとともにIFRSへの調整及び非経常項目を除外して算出しておりま
す。

(2) 連結財政状態

資産合計 資本合計 親会社の所有者に帰属する持分 親会社所有者帰属持分比率
百万円 百万円 百万円 ％

2020年3月期第2四半期 770,867 404,470 399,815 51.9

2019年3月期 741,388 405,358 401,014 54.1

2. 配当の状況

年間配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2019年3月期 ― ― ― 90.00 90.00

2020年3月期 ― ―

2020年3月期（予想） ― 90.00 90.00

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

3. 2020年 3月期の連結業績予想（2019年 4月 1日～2020年 3月31日）

（％表示は、対前期増減率）

売上高 事業利益 税引前利益
親会社の所有者に帰属する

当期利益
基本的1株当たり
当期利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 1,240,000 0.5 40,000 4.4 26,000 △14.1 18,500 △5.4 179.76

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 有



※ 注記事項

(1) 当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無

新規 ― 社 （社名） 、 除外 ― 社 （社名）

(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更

① IFRSにより要求される会計方針の変更 ： 有

②①以外の会計方針の変更 ： 無

③会計上の見積りの変更 ： 無

（注）詳細は、【添付資料】13ページ「２．要約四半期連結財務諸表及び主な注記（７）要約四半期連結財務諸表に関する注記事項２．会計方針の変更」をご参照下さい。

(3) 発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 2020年3月期2Q 102,958,904 株 2019年3月期 102,958,904 株

② 期末自己株式数 2020年3月期2Q 43,866 株 2019年3月期 46,288 株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2020年3月期2Q 102,913,235 株 2019年3月期2Q 107,493,080 株

※ 四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

(将来に関する記述についてのご注意)

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、当社としてその達成をお約束する
趣旨のものではありません。実際の業績等は、さまざまな要因によってこれら予想や計画とは大きく異なる結果となる可能性がありますので、本資料のみに全面的に依拠して投資判断を
下すことはお控え下さい。なお当社は、法令又は金融商品取引所の規則で義務付けられている場合を除き、将来における情報、事象及びそれらに起因する結果にかかわらず、業績予想
などの将来に関する記述を常に見直して公表するとは限りません。また当社はそのような義務を負うものではありません。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての
注意事項については、決算短信【添付資料】4ページ「1.当四半期決算に関する定性的情報(3)連結業績予想などの将来予測情報に関する説明」をご参照下さい。


